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大学評価・学位授与機構が実施した国立大学法人等の

第１期中期目標期間における教育研究の状況の評価について

独立行政法人大学評価・学位授与機構

１ 評価の目的

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「法人」という。）は、法人の中期目標

期間（平成16年度～平成21年度）の業務において、国立大学法人法第35条により準用され

る独立行政法人通則法第34条第１項の規定に基づく「中期目標に係る業務の実績に関する

評価」の基本をなすものとして、文部科学省国立大学法人評価委員会（以下「法人評価委

員会」という。）の評価を受けることとなっています。

大学評価・学位授与機構（以下「機構」という。）では、国立大学法人法第35条に基づ

く独立行政法人通則法第34条第２項の規定により、文部科学省の国立大学法人評価委員会

から要請を受けて、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第１期中期目標期間（平成

16年度～平成21年度）の業務実績評価のうち、教育研究の状況について評価を実施しまし

た。

平成16年度から19年度までの４年間の教育研究の状況の評価（以下「平成16～19年度の

評価」という。）は、その評価結果を、法人が自主的に行う組織・業務全般の見直しや次

期中期目標・中期計画の策定に資するとともに、次期中期目標期間における運営費交付金

の算定に反映させることができるようにするため、第１期中期目標期間終了に先立って平

成20年度に実施しました。

その後、第１期中期目標期間終了後に教育研究の状況の評価結果を確定させるため、平

成20年度及び21年度の事業の実施状況を踏まえて、先に実施した平成16～19年度の評価結

果を変更する必要性の確認を基本として評価（以下「評価結果の確定」という。）を実施

しました。
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２ 評価方法

機構は、各法人の自己点検・評価に基づき、当該法人の教育研究の特性に配慮しつつ、

評価を行いました。

◇平成16～19年度の評価

(1) 法人における自己点検・評価

各法人は、機構が作成した実績報告書作成要領に従って、自己点検・評価を実施し、

平成16年度から19年度までの期間の教育研究の状況に係る実績報告書（達成状況報告書

・現況調査表）を作成しました。

(2) 機構における教育研究の状況の評価

機構においては、教育研究の状況の評価として、「中期目標の達成状況評価」及び「学

部・研究科等の現況分析」を行いました。

① 中期目標の達成状況評価

達成状況の評価は、法人を対象とし、教育研究に係る目標の「教育に関する目標」、

「研究に関する目標」、「社会との連携、国際交流等に関する目標」（大学共同利用機

関法人については、「共同利用等に関する目標」を加えた４項目）について、各法人

から提出された達成状況報告書等に基づき評価を行いました。

評価に当たっては、中期計画の実施状況を調査・分析するとともに、訪問調査を実

施し、書面では確認できない事項を調査し、評価を行いました。

また、中期計画の調査・分析に当たっては、取組の実施の有無だけではなく、その

取組が有効に機能しているか、教育・研究の質が向上しているか、或いは高い質が維

持されているか、という視点で判断しました。

したがって、各法人における目標・計画に即して評価を行うものであり、各法人を

相対的に評価するものではありません。

なお、達成状況の判定は、以下の５種類により示しております。

「中期目標の達成状況が非常に優れている」

「中期目標の達成状況が良好である」

「中期目標の達成状況がおおむね良好である」

「中期目標の達成状況が不十分である」

「中期目標の達成のためには重大な改善事項がある」

② 学部・研究科等の現況分析

現況分析は、学部・研究科等を対象とし、「教育・研究の水準」及び「質の向上度」

について、各法人から提出された現況調査表に基づき、評価を行いました。

ア 教育・研究の水準

教育・研究の水準は、各分析項目（教育水準：「教育の実施体制」、「教育内容」、
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「教育方法」、「学業の成果」、「進路・就職の状況」、研究水準：「研究活動の状況」、

「研究成果の状況」）について、観点ごとの実施状況を調査・分析することにより、

判定を行いました。

判定に当たっては、各学部・研究科等の目的に照らして、当該組織が想定する関

係者の期待にどの程度応えているかという視点で判断しました。

したがって、各学部・研究科等の目的に照らして評価を行うものであり、各学部

・研究科等を相対的に評価するものでありません。

なお、教育・研究の水準判定は、以下の４種類により示しております。

「期待される水準を大きく上回る」

「期待される水準を上回る」

「期待される水準にある」

「期待される水準を下回る」

イ 質の向上度

質の向上度は、法人化時点から評価時点までの水準の向上の程度について、各法

人から提出された改善・向上事例を、学部・研究科等の目的に照らして調査・分析

することにより判定を行いました。

なお、質の向上度の判定は、以下の３種類により示しております。

「大きく改善、向上している 又は 高い質（水準）を維持している」

「相応に改善、向上している」

「改善、向上しているとは言えない」

③ 中期目標の達成状況評価と学部・研究科等の現況分析との関係

以上のとおり、中期目標の達成状況評価と学部・研究科等の現況分析は、評価の

対象や項目、判断の視点等が異なりますが、学部・研究科等は法人を構成する主要

な組織であることから、中期計画の調査・分析を行う際、必要に応じて、学部・研

究科等の現況調査表を参照とするとともに、中期目標の達成状況評価の判定結果に

ついては、現況分析の判定結果と大きな乖離が見られないかの確認を行いました。

なお、平成16～19年度の評価においては、双方の評価結果に大きな乖離は見られ

ませんでした。

評価方法

・中期計画の分析の際、現況調査表を参照
・達成状況と現況分析の結果を比較

評価結果

評価結果

中期目標
達成状況
評価結果

学部 ・ 研
究科等の
現況分析
結果

評
価
報
告
書

（必要に応じて）

【達成状況】
○法人から提出された達成状況報告書に基づき、評価
○評価に当たっては、中期計画の実施状況を調査・分析
○書面では確認できない事項について訪問調査を実施

【学部・研究科等の現況分析】
○法人から提出された現況調査表に基づき、評価
○水準の判定に当たっては、観点ごとの実施状況を調査・分析
○質の向上度は、具体的な改善事例を基に判定

評価方法

・中期計画の分析の際、現況調査表を参照
・達成状況と現況分析の結果を比較

評価結果

評価結果

中期目標
達成状況
評価結果

学部 ・ 研
究科等の
現況分析
結果

評
価
報
告
書

（必要に応じて）

【達成状況】
○法人から提出された達成状況報告書に基づき、評価
○評価に当たっては、中期計画の実施状況を調査・分析
○書面では確認できない事項について訪問調査を実施

【学部・研究科等の現況分析】
○法人から提出された現況調査表に基づき、評価
○水準の判定に当たっては、観点ごとの実施状況を調査・分析
○質の向上度は、具体的な改善事例を基に判定
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◇評価結果の確定

(1) 法人における自己点検・評価

各法人は、機構が作成した実績報告書等の作成要領に従って、平成20年度及び21年

度の実績について自己点検・評価を実施し、平成16～19年度の評価結果（段階判定）を

変えうるような顕著な変化があったか判断し、教育研究の状況に係る実績報告書等を作

成しました。

(2) 機構における教育研究の状況の評価

評価結果の確定は、第１期中期目標期間の中期目標の達成状況の評価結果及び学部・研

究科等の現況分析結果を確定するため、平成16～19年度の評価方法を基本的に踏襲し、平

成16～19年度の評価結果を変更する必要性の確認を基本として実施しました。

なお、評価作業の負担軽減の観点から、平成16～19年度の評価との作業の重複をできる

だけ避け、大学情報データベースのデータを活用し実施しました。

また、訪問調査は行わず、書面により調査・分析を行いました。

①中期目標の達成状況評価

平成20年度及び21年度の中期計画の進捗状況を調査・分析し、平成16～19年度の評

価結果（段階判定）を変えうるような顕著な変化があるかという視点で確認しました。

確認は、平成16～19年度の評価結果（段階判定）を変えうるような顕著な変化があっ

たと法人が判断した中期計画について詳細な記述を求めた「平成20、21年度 中期目標

の達成状況報告書」及び大学情報データベースのデータ※を基に実施しました。

項目ごとの達成状況の判断は、平成16～19年度の評価で実施した判定方法を踏襲し

ました。また、平成16～19年度の評価において「改善を要する点」として指摘した事

項について、その改善状況を確認しました。

②学部・研究科等の現況分析

平成20年度及び21年度の教育研究の実績を調査・分析し、平成16～19年度の評価結

果（段階判定）を変えうるような顕著な変化があるかという視点で確認しました。確

認は、平成16～19年度の評価結果（段階判定）を変えうるような顕著な変化があった

と法人が判断した場合に提出される「現況分析における顕著な変化についての説明書」

及び大学情報データベースのデータ※を基に実施しました。

また、「研究成果の状況」については、学部・研究科等の目的に照らして学部・研

究科等を代表する非常に優れた業績〔卓越した水準にある業績（SS）〕と法人が判断

し提出された「学部・研究科等の研究業績」を活用し実施しました。

分析項目ごとの水準の判断及び質の向上度の判断は、平成16～19年度の評価で実施

した方式を踏襲しました。

平成20年度及び21年度に新たに設置された学部・研究科等については、平成16～19

年度の評価と同様の方法で実施しました。
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※ 大学情報データベースのデータの確認は、法人から提出される資料の有無にかか

わらず行い、その結果、データに顕著な変化が認められた場合には、法人に確認

を要する事項として照会した上で、必要がある場合には平成16～19年度の評価結

果を変更しました。

③中期目標・中期計画の達成状況評価と学部・研究科等の現況分析との関係

評価結果の確定においても、中期計画の調査・分析を行う際、平成16～19年度の評

価と同様に必要に応じて、学部・研究科等の現況分析に係る提出資料を参照とすると

ともに、中期目標の達成状況評価の判定結果については、現況分析の判定結果と大き

な乖離が見られないかの確認を行いました。

評価結果の確定においても、双方の評価結果に大きな乖離は見られませんでした。

３ 評価体制

教育研究の状況の評価については、機構の国立大学教育研究評価委員会の下に具体的な

評価を実施するために、達成状況判定会議、現況分析部会及び研究業績水準判定組織を編

成し、評価を行いました。

平成16～19年度の評価においては、達成状況判定会議は各法人の規模・構成に応じた８

つのグループを編成しました。現況分析部会は、分野別の10の学系部会を設置し、研究業

績水準判定組織は、科学研究費補助金の分類を基とした66の専門部会を設置しました。

なお、評価結果の確定においても、平成16～19年度の評価の組織編成を踏襲して実施し

ました。

国立大学教育研究評価委員会

【達成状況判定会議】

第1グループ 第２グループ 第３グループ 第８グループ第４グループ

【現況分析部会】
部会編成

１０学系部会

人文科学系 理 学 系社会科学系

工 学 系
６６分野

研究業績水準判定組織（各分野２名以上）

情報学専門部会

人間医工学専門部会実験動物学専門部会

神経科学専門部会

評価の実施体制

国立大学教育研究評価委員会

【達成状況判定会議】

第1グループ 第２グループ 第３グループ 第８グループ第４グループ

【現況分析部会】
部会編成

１０学系部会

人文科学系 理 学 系社会科学系

工 学 系
６６分野

研究業績水準判定組織（各分野２名以上）

情報学専門部会

人間医工学専門部会実験動物学専門部会

神経科学専門部会

【達成状況判定会議】

第1グループ 第２グループ 第３グループ 第８グループ第４グループ

【現況分析部会】
部会編成

１０学系部会

人文科学系 理 学 系社会科学系

工 学 系
６６分野

研究業績水準判定組織（各分野２名以上）

情報学専門部会

人間医工学専門部会実験動物学専門部会

神経科学専門部会

評価の実施体制評価の実施体制
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４ 評価報告書について

「評価報告書」は、「中期目標の達成状況に関する評価結果」、「教育に関する現況分析

結果」及び「研究に関する現況分析結果」から構成されています。

◇平成16～19年度の評価

「中期目標の達成状況に関する評価結果」は、「教育に関する目標」と「研究に関する

目標」等、それぞれの目標（大項目）ごとに段階式で評価結果を示すとともに、その結果

を導いた理由を記述しました。その際、現況分析部会の分析結果を参考にしております。

また、それぞれの目標（中項目）ごとの評価結果に加え、対象国立大学法人等の特性に

配慮しつつ、優れた点や改善を要する点、特色ある点を指摘しました。結果的に十分な成

果が出ていない場合でも、先進的・意欲的な取組については総合的に判断の上、特色ある

点として特記しました。

「教育に関する現況分析結果」及び「研究に関する現況分析結果」は、教育水準、研究

水準の各分析項目ごとの判定結果と、その判定結果を導いた理由について記述しました。

また、質の向上度については、段階判定の区分を示しました。

◇評価結果の確定

評価結果の確定においては、平成16～19年度の評価報告書を基本として、以下のとおり

追加、修正を行いました。

「中期目標の達成状況に関する評価結果」は、大項目ごとに記載していた特記すべき点

について、中項目ごとに記載しました。さらに、平成16～19年度の評価の際に指摘した改

善を要する点の改善状況及び顕著な変化が認められた中期計画の実施状況について追記し

ました。

また、優れた点及び特色ある点については、平成16～19年度の評価の記載内容をそのま

ま掲載するとともに、平成20、21年度の実施状況において、優れた成果が得られた取組で

あるものや各法人の個性を踏まえたユニークな取組であるものについて抽出し、追記しま

した。

「教育に関する現況分析結果」及び「研究に関する現況分析結果」においては、平成16

～19年度の分析結果に加え、段階判定を変えうるような顕著な変化があった場合において

は、変更後の段階判定と、その判定結果を導いた判断理由について追記しました。また、

質の向上度については、段階判定の区分と区分ごとの事例の件数を示しました。
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５ 審議経過

◇平成 16 ～ 19 年度の評価

平成 19 年

・４月６日 国立大学法人評価委員会から教育研究の状況の評価の実施の

要請

平成 20 年

・７月～８月 書面調査

・９月２日～９月８日 現況分析部会（第１回）において評価結果（素案）の審議

・９月11日～９月30日 達成状況判定会議（第１回）において評価結果（素案）の審議

・10月14日～11月28日 法人への訪問調査

・12月１日～12月５日 現況分析部会（第２回）において評価結果（原案）の審議

・12月15日～12月19日 達成状況判定会議（第２回）において評価結果（原案）の審議

平成 21 年

・１月８日 国立大学教育研究評価委員会において評価報告書

（原案）の審議

（意見申立ての機会：１月13日～30日）

・２月10日 意見申立審査会において意見申立ての対応審議

・２月19日 国立大学教育研究評価委員会において評価報告書（案）の審議

・決定

文部科学省国立大学法人評価委員会へ教育研究の状況の評価結

果を提出

◇評価結果の確定

平成 21 年

・11月６日 国立大学法人評価委員会から教育研究の状況の評価の実施の

要請

平成 22 年

・７月～８月 書面調査

・９月６日～９月13日 現況分析部会（第１回）において評価結果（素案）の審議

・９月10日～９月16日 達成状況判定会議（第１回）において評価結果（素案）の審議

・９月22日～10月７日 法人に確認を要する事項の照会

・11月11日～11月18日 現況分析部会（第２回）において評価結果（原案）の審議

・11月22日～11月29日 達成状況判定会議（第２回）において評価結果（原案）の審議

・12月20日 国立大学教育研究評価委員会において評価報告書（原案）の

審議

（意見申立ての機会：12月21日～１月14日）

平成23年

・１月24日 意見申立審査会において意見申立ての対応審議

・１月28日 国立大学教育研究評価委員会において評価報告書（案）の審議

・決定

文部科学省国立大学法人評価委員会へ教育研究の状況の評価結

果を提出
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６ 国立大学教育研究評価委員会委員名簿

◇平成 16 ～ 19 年度の評価

平成２１年３月現在

浅 野 攝 郎 東京大学名誉教授

飯 野 正 子 津田塾大学長

池 田 髙 良 長崎県立大学長

岡 田 修 三 東京海上日動火災保険株式会社特別任命参与

金 田 嘉 行 ソニー株式会社社友

○北 原 保 雄 前日本学生支援機構理事長

木 村 靖 二 立正大学教授

神 津 忠 彦 東京女子医科大学顧問・名誉教授

河 野 通 方 大学評価・学位授与機構評価研究部長

児 玉 隆 夫 学校法人帝塚山学院学院長

小 林 誠 日本学術振興会理事

五 味 文 彦 放送大学教授

齋 藤 八重子 前東京都立九段高等学校長

鈴 木 昭 憲 東京大学名誉教授

瀬 戸 純 一 駿河台大学教授

舘 昭 桜美林大学教授

◎丹 保 憲 仁 北海道大学名誉教授

中 川 幸 也 株式会社ＩＨＩ取締役

中 里 毅 前ＮＨＫ学園理事長

中 洌 正 堯 兵庫教育大学名誉教授

中 野 仁 雄 九州大学名誉教授

橋 本 貴美子 京都府立南陽高等学校長

ﾊﾝｽ ﾕｰｹﾞﾝ･ﾏﾙｸｽ 学校法人南山学園理事長

平 松 一 夫 関西学院大学教授

廣 部 雅 昭 前静岡県立大学長

前 原 澄 子 京都橘大学看護学部長

松 岡 博 帝塚山大学教授

馬 渡 尚 憲 宮城大学長

牟 田 泰 三 福山大学長

和 田 敬四郎 放送大学石川学習センター所長

※ ◎は委員長、○は副委員長
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◇評価結果の確定

平成２３年３月現在

浅 野 攝 郎 東京大学名誉教授

飯 野 正 子 津田塾大学長

池 田 髙 良 長崎県立大学長

岡 田 修 三 東京海上日動火災保険株式会社特別任命参与

梶 山 千 里 日本学生支援機構理事長

金 田 嘉 行 ソニー株式会社社友

○北 原 保 雄 元筑波大学長

木 村 靖 二 立正大学教授

神 津 忠 彦 東京女子医科大学名誉教授

児 玉 隆 夫 学校法人帝塚山学院学院長

小 林 誠 日本学術振興会理事

五 味 文 彦 放送大学教授

齋 藤 八重子 元東京都立九段高等学校長

鈴 木 昭 憲 前秋田県立大学長

瀬 戸 純 一 駿河台大学教授

◎丹 保 憲 仁 北海道立総合研究機構理事長

中 川 幸 也 株式会社ＩＨＩ顧問

中 里 毅 前ＮＨＫ学園理事長

中 洌 正 堯 兵庫教育大学名誉教授

中 野 仁 雄 九州大学名誉教授

橋 本 貴美子 元京都府立南陽高等学校長

ﾊﾝｽ ﾕｰｹﾞﾝ･ﾏﾙｸｽ 学校法人南山学園理事長

平 松 一 夫 関西学院大学教授

廣 部 雅 昭 東京大学名誉教授

前 原 澄 子 京都橘大学看護学部長

松 岡 博 帝塚山大学教授

馬 渡 尚 憲 宮城大学長

牟 田 泰 三 前福山大学長

和 田 敬四郎 金沢大学名誉教授

※ ◎は委員長、○は副委員長

国立大学教育研究評価委員会の下に置かれる各種部会等の委員については、独立行政法

人大学評価・学位授与機構のウェブサイトをご覧ください。
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国立大学法人等の第１期中期目標期間に係る教育研究の状況の評価結果概要

独立行政法人大学評価・学位授与機構が実施した国立大学法人等の第１期中期目標期間

に係る教育研究の状況の評価結果（中期目標の達成状況評価及び学部・研究科等の現況分

析）は、以下のとおりである。

１．中期目標・中期計画の達成状況

（１）国立大学法人（８６法人）の評価結果

教育の目標 研究の目標 その他の目標

非常に優れている 0 法人（ 0 ％） 3 法人（ 3.5 ％） 2 法人（ 2.3 ％）

良好である 11 法人（12.8 ％） 27 法人（31.4 ％） 36 法人（41.9 ％）

おおむね良好である 75 法人（87.2 ％） 56 法人（65.1 ％） 48 法人（55.8 ％）

不十分である 0 法人（ 0 ％） 0 法人（ 0 ％） 0 法人（ 0 ％）

重大な改善事項がある 0 法人（ 0 ％） 0 法人（ 0 ％） 0 法人（ 0 ％）

（２）大学共同利用機関法人（４法人）の評価結果

研究の目標 共同利用の目標 教育の目標 その他の目標

非常に優れている 1 法人(25.0 ％) 0 法人( 0 ％) 1 法人(25.0 ％) 0 法人( 0 ％)

良好である 1 法人(25.0 ％) 3 法人(75.0 ％) 1 法人(25.0 ％) 2法人(50.0％)

おおむね良好である 2 法人(50.0 ％) 1 法人(25.0 ％) 2 法人(50.0 ％) 2法人(50.0％)

不十分である 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％)

重大な改善事項がある 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％) 0 法人( 0 ％)

２．学部・研究科等の現況分析

（１）教育の評価結果（817 組織）

教育の実施 進路・就
教育内容 教育方法 学業の成果

体制 職の状況

7 組織 6 組織 7 組織 6 組織 2 組織期待される水準を大きく上回る ( 0.9 ％) ( 0.7 ％) ( 0.9 ％) ( 0.7 ％) ( 0.3 ％)

122 組織 169 組織 164 組織 85 組織 78 組織期待される水準を上回る (14.9 ％) (20.7 ％) (20.1 ％) (10.4 ％) (10.0 ％)

686 組織 641 組織 645 組織 714 組織 683 組織期待される水準にある (84.0 ％) (78.5 ％) (78.9 ％) (87.4 ％) (87.9 ％)

2 組織 1 組織 1 組織 12 組織 14 組織期待される水準を下回る ( 0.2 ％) ( 0.1 ％) ( 0.1 ％) ( 1.5 ％) ( 1.8 ％)

※「進路・就職の状況」において、「判定しない」とした組織が 40 組織ある。

（２）研究の評価結果（619 組織）

研究活動の状況 研究成果の状況

期待される水準を大きく上回る 36 組織( 5.8 ％) 29 組織( 4.7 ％)

期待される水準を上回る 261 組織(42.2 ％) 247 組織(39.9 ％)

期待される水準にある 322 組織(52.0 ％) 342 組織(55.2 ％)

期待される水準を下回る 0 組織( 0.0 ％) 1 組織( 0.2 ％)

（３）質の向上度の評価結果（教育 817 組織、研究 619 組織）

教 育 研 究

「大きく改善、向上している」又は 219 組織(26.8 ％) 235 組織(38.0 ％)「高い質(水準)を維持している」

相応に改善、向上している 585 組織(71.6 ％) 378 組織(61.0 ％)

改善、向上しているとはいえない 13 組織( 1.6 ％) 6 組織( 1.0 ％)



１．中期目標・中期計画の達成状況の評価

（１）中期目標の達成状況評価の判定の変更状況

【国立大学法人】

　86法人

大項目

教　育 0 9→ 11 77→ 75 0 0 23→ 30 58→ 54 4→ 1

0 10→ 11 76→ 75 0

0 32→ 34 52→ 52 2→ 0

2 24→ 27 67→ 64 0

研　究 2→ 3 26→ 27 58→ 56 0 5 43→ 46 38→ 35 0

1 30→ 32 55→ 53 0

社会連携等 2 32→ 36 52→ 48 0 2 34→ 37 50→ 47 0

1 9→ 10 12→ 11 0

【大学共同利用機関法人】

　４法人

大項目

研　究 1 1 2 0 1 3 0 0

0 2 2 0

共同利用等 0 2→ 3 2→ 1 0 0→ 1 4→ 3 0 0

0 2 2 0

0 0→ 1 2→ 1 0

教　育 1 1 2 0 1 1 2 0

0 2 2 0

社会連携等 0 2 2 0 0 2 2 0

（２）達成状況報告書の記載及び判定の変更状況
 90法人、全中期計画数10,473件

※矢印の左側の数字は平成16～19年度の評価の状況、右側の数字は確定後の状況。
　 括弧内は確定後の判定の割合。

12

160(2)

85

64 9

3

2

0

0

1,111 339

44

12

454

62(1)

15

(0.0%)(0.0%) (0.0%) (50.0%) (50.0%)

(50.0%) (0.0%)

(0.0%) (50.0%) (50.0%) (0.0%)

(50.0%) (50.0%) (0.0%)

(0.0%) (50.0%) (50.0%) (0.0%)

(25.0%) (75.0%) (0.0%) (0.0%)(0.0%) (75.0%) (25.0%) (0.0%)

(0.0%) (50.0%) (50.0%) (0.0%)

(25.0%) (75.0%) (0.0%) (0.0%)(25.0%) (25.0%) (50.0%) (0.0%)

非常に
優れている

良好 おおむね良好 不十分
非常に

優れている
良好 おおむね良好 不十分

非常に
優れている

良好 おおむね良好 不十分
非常に

優れている
良好 おおむね良好 不十分

(0.0%) (12.8%) (87.2%) (0.0%) (0.0%) (35.3%) (63.5%) (1.2%)

(0.0%) (12.8%) (87.2%) (0.0%)

(0.0%) (39.5%) (60.5%) (0.0%)

(2.2%) (29.0%) (68.8%) (0.0%)

(3.5%) (31.4%) (65.1%) (0.0%)

(37.2%) (61.6%) (0.0%)

(5.8%) (53.5%) (40.7%) (0.0%)

(41.9%) (55.8%) (0.0%)

(1.2%)

国立大学法人等の第１期中期目標期間に係る
教育研究の状況の評価結果の確定について（結果概要）

(4.5%) (45.5%) (50.0%) (0.0%)

(2.3%) (43.0%) (54.7%) (0.0%)(2.3%)

上記のうち、段階判定に変更があった
中期計画数

改善を要するとして指摘した中期計画数

顕著な変化があったと法人が判断した
中期計画数

上記のうち、改善状況より改善された
中期計画数

※括弧内は法人からの申し出によらない
変更件数（外数）

その他の
目標

①社会連携・国際交流

①大学院への教育協力

(25.0%) (25.0%)

教育の目標 研究の目標

(25.0%) (25.0%) (50.0%) (0.0%)

(0.0%) (50.0%) (50.0%)

②その他

①社会連携・国際交流

②研究実施体制整備

（その他の中項目を含む。）

②教育内容等

①教育の成果

中項目

①研究水準・成果等

④学生への支援

（その他の中項目を含む。）

③教育の実施体制等

②研究実施体制整備

①研究水準・成果等

①共同利用内容・水準等

中項目

共同利用の
目標

③共同利用その他

②共同利用実施体制等

②人材育成

(0.0%)
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２．学部・研究科等の現況分析

※矢印の左側の数字は平成16～19年度の評価の状況、右側の数字は確定後の状況。

期待される水準を
大きく上回る

→ → → → →

期待される水準を
上回る

→ → → → →

期待される水準に
ある

→ → → → →

期待される水準を
下回る

→ → → → →

　・平成16～19年度の評価では、「判定しない」とした組織が、「学業の成果」において１組織、 「進路・就職の状況」において22 組織ある。
　・評価結果の確定では、「判定しない」とした組織が、「進路・就職の状況」において40組織ある。

期待される水準を
大きく上回る

→ →

期待される水準を
上回る

→ →

期待される水準に
ある

→ →

期待される水準を
下回る

→ →

→ →

→ →

→ →

（２）「現況分析における顕著な変化についての説明書」　提出及び判定の変更状況

　　①教育
　    　　対象となる組織数　　782組織

提出のあった組織数

判定が変更した組織数

　　②研究
           対象となる組織数　　604組織

提出のあった組織数

判定が変更した組織数

※「学部・研究科等の研究業績」により、判定が変更になった１組織を含む。
　　

235

研究

378

6

38.0%

61.0%

1.0%3.4%

教育方法

7

164

645635

1

0.9%

20.1%

78.9%

0.1%5

0.9%

19.2%

79.3%

0.6%

7

154

55.2%

1 0.2%

219 26.8%

1

0.7%

20.7%

78.5%

0.1%

教育内容

6

169

641636 79.5%

57.7%

0.5%

26

231

354

3

4.2%

37.6%

0.2%

6

157

0.7%

19.6%

327

5

53.3%

2

研究成果の状況

29 4.7%

247 39.9%

342

0.0%

「大きく改善、向上している」又は
「高い質（水準）を維持している」

　　　　　研究　平成16～19年度の評価　　612組織、　　評価結果の確定　　619組織

　　③質の向上度
　　　　　教育　平成16～19年度の評価　　799組織、　　評価結果の確定　　817組織

261

5.8%

42.2%

52.0%

2

0.9%

14.9%

84.0%

0.2%

教育実施体制

7

122

686

86 83

20 20
※

研究活動の
状況

研究成果の
状況

6 12

21

61.0%

教育方法

136 161

教育の実施
体制

585

13

71.6%

1.6%

教育内容

相応に改善、向上している

改善、向上しているとはいえない

563

29

［組織］

［組織］

207 25.9%

70.5%

3.6%

教育

218 35.6%

373

［組織］
　　　　　平成16～19年度の評価　　614組織、　　評価結果の確定　　619組織

7 0.9%

121 15.1%

668 83.4%

5 0.6%

0.8%

322

0

　　②研究

研究活動の状況

34

248

5.5%

40.4%

36

（１）判定の変更状況

　　①教育

［組織］
　　　　　平成16～19年度の評価　　801組織、　　評価結果の確定　　817組織

2.8%

6

85

687

22

学業の成果

6

85

714

0.8%

10.6%

85.8%

12

0.7%

10.4%

87.4%

1.5% 2.8%

2

79

676

22

進路・就職の状況

2

78

683

0.3%

10.1%

86.8%

14

0.3%

10.0%

87.9%

1.8%

質の向上度

100

34

進路・就職の
状況

62

11

148

10

学業の成果

91

質の向上度

132

22

［組織］

10
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